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(57)【要約】
【課題】　外部加熱装置によって定着ローラをその表面
から加熱する定着装置において、特に立ち上げ直後の定
着性を改善し、かつジョブ効率を向上させることができ
る画像形成装置を提供する。
【解決手段】　画像形成装置は、トナー像形成手段と、
転写手段と、定着手段と、中断制御手段とを備える。ジ
ョブ中断基準温度は２種類以上あり、ジョブ中断制御手
段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモー
ドからの復帰直後の少なくともいずれか一方のジョブと
、当該ジョブ以外のジョブとに対して、２種類以上のジ
ョブ中断基準温度のうち用いるジョブ中断基準温度を個
別に選択し、その選択したジョブ中断基準温度を用いて
中断制御を行う。
【選択図】　　　図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　像担持体を含み、像担持体表面にトナー像を形成するトナー像形成手段と、
　像担持体表面のトナー像を記録媒体に転写する転写手段と、
　未定着トナー像を担持する記録媒体を加熱し、該未定着トナー像を構成するトナーを溶
融させて記録媒体に定着させる定着部材と、定着部材に圧接して定着部材との間に圧接部
を形成するように設けられて前記圧接部に搬送される未定着トナー像を担持する記録媒体
を加圧する加圧部材と、定着部材の外方からその周面に接するように設けられて該周面を
加熱する外部加熱手段と、定着部材の表面温度を検出する定着部材温度検出手段とを含み
、未定着トナー像を記録媒体に定着させる定着手段と、
　前記定着部材温度検出手段によって検出されるジョブの印刷中の定着部材の表面温度が
ジョブ中断基準温度まで低下するとジョブの印刷を中断する中断制御を行う中断制御手段
とを備える画像形成装置において、
　前記ジョブ中断基準温度は２種類以上あり、
　前記ジョブ中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの
復帰直後の少なくともいずれか一方のジョブと、当該ジョブ以外のジョブとに対して、前
記２種類以上のジョブ中断基準温度のうち用いるジョブ中断基準温度を個別に選択し、そ
の選択したジョブ中断基準温度を用いて前記中断制御を行うことを特徴とする画像形成装
置。
【請求項２】
　前記ジョブ中断基準温度は、第１基準温度と、第１基準温度より低い第２基準温度とを
含み、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直
後の少なくともいずれか一方のジョブに対しては第１基準温度を選択し、当該ジョブ以外
のジョブに対しては第２基準温度を選択して用いることを特徴とする請求項１に記載の画
像形成装置。
【請求項３】
　電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリープモードから復帰さ
せてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合に、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ開始時またはスリープモードから復帰開
始時に、前記定着手段温度検出手段によって検出される定着部材の表面温度が所定温度以
上であり、かつジョブ中断基準温度が第１基準温度であれば、ジョブ中断基準温度を第１
基準温度から第２基準温度に変更して前記中断制御を行い、前記定着手段温度検出手段に
よって検出される定着部材の表面温度が所定温度未満であればジョブ中断基準温度を第１
基準温度のまま維持して前記中断制御を行うことを特徴とする請求項２に記載の画像形成
装置。
【請求項４】
　電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリープモードから復帰さ
せてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合に、ジョブ中断基準温
度が第１基準温度であるとき、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ完了時またはスリープモードからの復帰
完了時から所定時間経過するとジョブ中断基準温度を第２基準温度に変更して前記中断制
御を行うことを特徴とする請求項２または３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１つに記載の中断制御を制御するためのプログラムであって、
前記中断制御の中断制御手段としてコンピュータを機能させることを特徴とする中断制御
プログラム。
【請求項６】
　請求項５に記載の中断制御プログラムが記録されたコンピュータ読み取り可能な記録媒
体。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置、中断制御プログラムおよび記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式の画像形成装置は、高画質画像を再現性および操作性良くかつ安価に形成
できることから、複写機、プリンタ、ファクシミリ、これらの２種以上の機能を有する複
合機などとして汎用される。電子写真方式の画像形成装置は、たとえば、感光体と、帯電
手段と、露光手段と、現像手段と、転写手段と、定着手段とを含む。感光体はその表面に
画像情報に応じた静電潜像が形成される部材である。帯電手段は感光体表面を帯電させる
。露光手段は帯電状態にある感光体表面に信号光を照射して静電潜像を形成する。現像手
段は感光体表面の静電潜像にトナーを供給してトナー像を形成する。転写手段は感光体表
面のトナー像を記録媒体に転写する。定着手段は記録媒体上のトナー像を記録媒体に定着
させて画像を形成する。
【０００３】
　定着手段には、たとえば定着ローラと加圧ローラとを含む定着装置が使用される。定着
ローラはその内部に加熱手段を有し、記録媒体上の未定着トナー像を構成するトナーを加
熱溶融させて記録媒体に定着させる。加圧ローラは定着ローラに圧接するように設けられ
、定着ローラによるトナーの加熱溶融の際に記録媒体を定着ローラに押圧することによっ
てトナーの記録媒体への定着を促進する。定着ローラと加圧ローラとの圧接部は定着ニッ
プ部と呼ばれる。未定着トナー像を担持する記録媒体は、記録媒体のトナー像担持面が定
着ローラ表面に接触するようにして定着ニップ部に導入され、加熱加圧によって未定着ト
ナー像が定着される。
【０００４】
　ところで、カラー画像では、記録媒体上の単位面積当たりに使用されるトナーの量が一
般的な白黒画像と比較して、２～３倍程度となる。そこで充分にトナーを溶融して良好な
カラー定着画像を得るために、カラー用定着装置としては、定着ローラの外径を大きくす
る、または定着ローラ表面に形成されるゴム層を厚くするなどによって、定着ニップの幅
を広くする対応がなされている。
【０００５】
　しかしながらこのような対応は、定着ローラの熱容量を大きくする方向であり、このよ
うな熱容量の大きい定着ローラをその内部に有する加熱源によってのみ加熱する場合は、
立ち上げ時間の遅延、連続出力時の定着ローラの温度追従性の低下による定着性能の低下
等の問題が発生する。そこでこれらの課題を解決するために、定着ローラの外部に加熱源
を配置して、定着ローラの表面から加熱することで、定着ローラの昇温速度を速める構成
が提案されている。このような構成の定着装置では、立ち上げ動作時に、定着ローラを回
転させ、外部加熱ベルトを用いて定着ローラをその外部から加熱することで定着ローラの
表面温度をすばやく立ち上げ、立ち上げ時間の短縮を図っている。
【０００６】
　外部加熱装置を用いて定着ローラを外部から加熱する構成においては、内部熱源によっ
て内部から定着ローラを加熱する構成と異なり、その構成上、定着ローラの表面を局所的
に加熱することしかできない。一般的には、２００℃程度の高温状態に保たれた外部加熱
ローラやベルト熱源、定着ローラと外部熱源で形成されるニップ部で伝熱しながら定着ロ
ーラ表面を均一に加熱するには定着ローラを回転させながら加熱する必要がある。具体的
には、画像形成装置の電源をオンして立ち上げるとき、およびスリープモードからの復帰
時、外部加熱装置を用いて定着ローラ表面を均一に加熱するときには、室温のような低温
状態から定着ローラを回転させる必要がある。スリープモードとは、中央処理装置（ＣＰ
Ｕ、Central Processing Unit）などには通電しているが、定着装置のヒータなどには通
電していない消費電力をおさえたモードである。なお、待機中は、定着ローラを停止し、
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定着ローラ内部に設けたハロゲンランプ等によってその内部から均一に加熱することで、
定着ローラの温度を一定温度に保持している。
【０００７】
　立ち上げ直後の定着ローラの温度はその表面が最も高く、定着ローラ内部（芯金側）に
向かって低くなる傾向があり、逆に待機状態では、定着ローラ内部が最も温度が高く、定
着ローラ表面に向かって温度が低くなる傾向がある。このように立ち上げ直後と待機状態
とで、定着ローラの内部から表面への温度分布は全く逆の傾向にあるので、立ち上げ直後
に連続出力を行うと、紙によって定着ローラ表面の熱が急激に奪われ、外部加熱装置から
の熱供給だけでは定着温度を維持するのに不充分で、定着性が低下するおそれがある。
【０００８】
　特許文献１には、定着性を確保するために、定着ローラの温度が基準温度（以下「ジョ
ブ中断基準温度」とも記載する）に低下したときにジョブを一旦停止し、定着ローラの温
度が基準温度に回復すると再度ジョブを開始することで、定着性を確保する画像形成装置
が開示されている。
【０００９】
【特許文献１】特開２００５－２０２３５９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献１に開示の画像形成装置は、立ち上げ直後、待機状態中の区別
なくジョブ中断基準温度を一律に決定しているので、ジョブ効率の低下や立ち上げ直後の
定着性に問題があり、立ち上げ直後のジョブの印刷の際に定着不良の発生、またはジョブ
効率の低下が発生する。
【００１１】
　本発明の目的は、外部加熱装置によって定着ローラをその表面から加熱する定着装置に
おいて、特に立ち上げ直後の定着性を改善し、かつジョブ効率の低下を抑制できる画像形
成装置、中断制御プログラムおよび記録媒体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、像担持体を含み、像担持体表面にトナー像を形成するトナー像形成手段と、
　像担持体表面のトナー像を記録媒体に転写する転写手段と、
　未定着トナー像を担持する記録媒体を加熱し、該未定着トナー像を構成するトナーを溶
融させて記録媒体に定着させる定着部材と、定着部材に圧接して定着部材との間に圧接部
を形成するように設けられて前記圧接部に搬送される未定着トナー像を担持する記録媒体
を加圧する加圧部材と、定着部材の外方からその周面に接するように設けられて該周面を
加熱する外部加熱手段と、定着部材の表面温度を検出する定着部材温度検出手段とを含み
、未定着トナー像を記録媒体に定着させる定着手段と、
　前記定着部材温度検出手段によって検出されるジョブの印刷中の定着部材の表面温度が
ジョブ中断基準温度まで低下するとジョブの印刷を中断する中断制御を行う中断制御手段
とを備える画像形成装置において、
　前記ジョブ中断基準温度は２種類以上あり、
　前記ジョブ中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの
復帰直後の少なくともいずれか一方のジョブと、当該ジョブ以外のジョブとに対して、前
記２種類以上のジョブ中断基準温度のうち用いるジョブ中断基準温度を個別に選択し、そ
の選択したジョブ中断基準温度を用いて前記中断制御を行うことを特徴とする画像形成装
置である。
【００１３】
　また本発明は、前記ジョブ中断基準温度は、第１基準温度と、第１基準温度より低い第
２基準温度とを含み、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直
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後の少なくともいずれか一方のジョブに対しては第１基準温度を選択し、当該ジョブ以外
のジョブに対しては第２基準温度を選択して用いることを特徴とする。
【００１４】
　また本発明は、電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリープモ
ードから復帰させてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合に、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ開始時またはスリープモードから復帰開
始時に、前記定着手段温度検出手段によって検出される定着部材の表面温度が所定温度以
上であり、かつジョブ中断基準温度が第１基準温度であれば、ジョブ中断基準温度を第１
基準温度から第２基準温度に変更して前記中断制御を行い、前記定着手段温度検出手段に
よって検出される定着部材の表面温度が所定温度未満であればジョブ中断基準温度を第１
基準温度のまま維持して前記中断制御を行うことを特徴とする。
【００１５】
　また本発明は、電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリープモ
ードから復帰させてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合に、ジ
ョブ中断基準温度が第１基準温度であるとき、
　前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ完了時またはスリープモードからの復帰
完了時から所定時間経過するとジョブ中断基準温度を第２基準温度に変更して前記中断制
御を行うことを特徴とする。
【００１６】
　また本発明は、前記中断制御を制御するためのプログラムであって、前記中断制御の中
断制御手段としてコンピュータを機能させることを特徴とする中断制御プログラムである
。
【００１７】
　また本発明は、前記中断制御プログラムが記録されたコンピュータ読み取り可能な記録
媒体である。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、画像形成装置は、トナー像形成手段と、転写手段と、定着手段と、中
断制御手段とを備える。定着手段に含まれる外部加熱手段が定着部材の外方からその周面
に接するように設けられ、該周面を加熱する。定着部材と加圧部材とが圧接する部分に、
トナー像が形成された記録媒体が供給されるとき、定着部材によって未定着トナー像を担
持する記録媒体表面のトナーが加熱され、定着ローラと加圧部材との圧力によって、該未
定着トナー像が記録媒体に定着される。定着部材温度検出手段は、定着部材の表面温度を
検出する。中断制御手段は、前記定着部材温度検出手段によって検出されるジョブの印刷
中の定着部材の表面温度がジョブ中断基準温度まで低下するとジョブの印刷を中断する中
断制御を行う。
【００１９】
　定着部材の表面温度が室温ぐらい低い状態から立ち上げた直後または定着部材の表面温
度が室温ぐらい低い状態から復帰させた直後にジョブの印刷を開始する場合は、定着部材
の表面温度が高い状態からジョブの印刷を開始する場合より、ジョブの印刷の開始直後に
おける定着部材の表面温度の低下の速度が大きい。そのため、ジョブ中断基準温度が１種
類のみでそのジョブ中断基準温度を定着下限温度に設定した場合、定着部材の表面温度が
低い状態からの立ち上げ直後または定着部材の表面温度が低い状態からの復帰直後にジョ
ブの印刷を開始すると、定着部材の表面温度が急激に低下するので、定着部材の表面温度
がジョブ中断基準温度まで低下した時点で中断制御を行っても、定着部材の表面温度がジ
ョブ中断基準温度を下回り、定着不良が発生するおそれがある。
【００２０】
　このような問題を解決するため、ジョブ中断基準温度を、定着部材の表面温度が低い状
態からの立ち上げ直後または定着部材の表面温度が低い状態からの復帰直後にジョブの印
刷を開始しても定着部材の表面温度が定着下限温度を下回らないくらい高い温度に設定す
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ると、立ち上げ直後または復帰直後のジョブ以外のジョブの印刷を開始した場合に、定着
下限温度を下回らないにもかかわらず定着部材の表面温度がジョブ中断基準温度以下まで
低下するとジョブの印刷が中断されるので、ジョブ効率が低下する。
【００２１】
　前記ジョブ中断基準温度が２種類以上あることによって、その状況に合ったジョブ中断
基準温度を選択して用いることができる。中断制御手段が電源オンから立ち上げた直後お
よびスリープモードからの復帰直後（以下「立ち上げ直後および復帰直後」と記載する）
の少なくともいずれか一方のジョブと、当該ジョブ以外のジョブとに対して、前記２種類
以上のジョブ中断基準温度のうち用いるジョブ中断基準温度を個別に選択し、その選択し
たジョブ中断基準温度を用いて前記中断制御を行うことによって、定着性の確保とジョブ
効率との両立を図ることができる画像形成装置を実現することができる。
【００２２】
　また本発明によれば、ジョブ中断基準温度は、第１基準温度と、第１基準温度より低い
第２基準温度とを含む。中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモ
ードからの復帰直後の少なくともいずれか一方のジョブに対しては第１基準温度を選択し
、当該ジョブ以外のジョブに対しては第２基準温度を選択して用いるので、印刷開始直後
の定着部材の表面温度の低下速度が比較的大きい場合にはジョブ中断基準温度を比較的高
めの第１基準温度に設定でき、印刷開始直後の定着部材の表面温度の低下速度が比較的小
さい場合にはジョブ中断基準温度を比較的低めの第２基準温度に設定できる。したがって
、立ち上げ直後または復帰直後のジョブを印刷する際に定着不良を防止でき、それ以外の
ジョブを印刷する際にジョブ効率の低下を抑制することができる。したがって、定着性を
確保すると同時にジョブ効率の低下を抑制することができる。
【００２３】
　また本発明によれば、電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリ
ープモードから復帰させてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合
に、前記中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ開始時またはスリープモードから復帰
開始時に、前記定着手段温度検出手段によって検出される定着部材の表面温度が所定温度
以上であり、かつジョブ中断基準温度が第１基準温度であれば、ジョブ中断基準温度を第
１基準温度から第２基準温度に変更して中断制御を行い、定着手段温度検出手段によって
検出される定着部材の表面温度が所定温度未満であればジョブ中断基準温度を第１基準温
度のまま維持して中断制御を行う。たとえば電源をオフにしてすぐにオンにし、その直後
に立ち上げる場合には、定着部材の表面温度はほとんど低下しておらす、高いままである
。このように立ち上げ開始時に定着部材の表面温度が高い場合にジョブ中断基準温度を第
１基準温度から第２基準温度に変更して中断制御を行っても、立ち上げ直後のジョブの印
刷の際、定着部材の表面温度の低下速度が小さいので定着不良は発生しない。また定着部
材の表面温度が第１基準温度まで低下してもジョブの印刷は中断せずに継続されるので、
ジョブ中断基準温度が第１基準温度のまま維持されて中断制御が行われる場合よりジョブ
効率を向上させることができる。したがって、定着性を確保すると同時にジョブ効率の低
下を一層抑制することができる。
【００２４】
　また本発明によれば、電源オンから立ち上げてジョブの印刷を開始する場合およびスリ
ープモードから復帰させてジョブの印刷を開始する場合の少なくともいずれか一方の場合
に、ジョブ中断基準温度が第１基準温度であるとき、中断制御手段は、電源オンからの立
ち上げ完了時またはスリープモードからの復帰完了時から所定時間経過するとジョブ中断
基準温度を第２基準温度に変更して中断制御を行う。電源オンからの立ち上げ完了時およ
びスリープモードからの復帰完了時から所定時間経過すると、定着部材の内部まで充分に
温まり、ジョブの印刷に伴う定着部材の表面温度の低下速度が小さくなるので、ジョブ中
断基準温度を比較的低い第２基準温度に変更しても定着不良が発生しない。またジョブ中
断基準温度を変更したことで、定着部材の表面温度が比較的高い第１基準温度まで低下し
てもジョブの印刷は中断せずに継続されるので、ジョブ中断基準温度が第１基準温度で中
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断制御が行われる場合よりジョブ効率を向上させることができる。したがって、定着性を
確保すると同時にジョブ効率の低下をより一層抑制することができる。
【００２５】
　また本発明によれば、本発明の定着装置の制御手段としてコンピュータを機能させるの
で、ジョブ中断基準温度の判定をソフトウェアで制御することができる。
【００２６】
　また本発明によれば、記録媒体には本発明のジョブ中断基準温度制御プログラムが記録
され、記録媒体から読み出されるジョブ中断基準温度制御プログラムによって、定着部材
の動作をコンピュータで実施することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　１、画像形成装置
　本発明の第１の実施形態である画像形成装置は、トナー像形成手段と、転写手段と、定
着手段と、中断制御手段とを備える。トナー像形成手段は、像担持体を含み、像担持体表
面にトナー像を形成する。転写手段は、像担持体表面のトナー像を記録媒体に転写する。
定着手段は、未定着トナー像を担持する記録媒体を加熱し、該未定着トナー像を構成する
トナーを溶融させて記録媒体に定着させる定着部材と、定着部材に圧接して定着部材との
間に圧接部を形成するように設けられて前記圧接部に搬送される未定着トナー像を担持す
る記録媒体を加圧する加圧部材と、定着部材の外方からその周面に接するように設けられ
て該周面を加熱する外部加熱手段と、定着部材の表面温度を検出する定着部材温度検出手
段とを含み、未定着トナー像を記録媒体に定着させる。中断制御手段は、前記定着部材温
度検出手段によって検出されるジョブの印刷中の定着部材の表面温度がジョブ中断基準温
度まで低下するとジョブの印刷を中断する中断制御を行う。
【００２８】
　前記ジョブ中断基準温度は２種類以上あり、前記ジョブ中断制御手段は、電源オンから
の立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直後の少なくともいずれか一方のジョブ
と、当該ジョブ以外のジョブとに対して、前記２種類以上のジョブ中断基準温度のうち用
いるジョブ中断基準温度を個別に選択し、その選択したジョブ中断基準温度を用いて前記
中断制御を行う。
【００２９】
　図１は、本実施形態の画像形成装置１の構成を概略的に示す断面図である。画像形成装
置１は、イエロー（ｙ）、マゼンタ（ｍ）、シアン（ｃ）およびブラック（ｂ）の４色の
トナー像を順次重ね合わせて転写して多色トナー像を形成し、該多色トナー像を記録媒体
に定着させて画像を形成するタンデム構成の電子写真方式の画像形成装置である。画像形
成装置１は、トナー像形成手段２と、中間転写手段３と、二次転写手段４と、記録媒体供
給手段５と、定着装置６と、スキャナ部７とを含む。
【００３０】
　（１）トナー像形成手段
　トナー像形成手段２は、作像ユニット１０ｙ，１０ｍ，１０ｃ，１０ｂを含む。作像ユ
ニット１０ｙ，１０ｍ，１０ｃ，１０ｂは、後述する中間転写ベルト２１の回転駆動方向
（副走査方向）すなわち矢符２７の方向における上流側からこの順番で一列に配置され、
デジタル信号などとして入力される各色の画像情報に対応する静電潜像を形成し、該静電
潜像に対応する色のトナーを供給し、現像して各色のトナー像を形成する。作像ユニット
１０ｙはイエローの画像情報に対応するトナー像を形成し、作像ユニット１０ｍはマゼン
タの画像情報に対応するトナー像を形成し、作像ユニット１０ｃはシアンの画像情報に対
応するトナー像を形成し、作像ユニット１０ｂはブラックの画像情報に対応するトナー像
を形成する。
【００３１】
　図２は、図１に示すトナー像形成手段２の作像ユニット１０ｙの構成を拡大して示す断
面図である。図２に示すように、作像ユニット１０ｙは、感光体ドラム１１ｙと、帯電ロ
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ーラ１２ｙと、光走査ユニット１３ｙと、現像装置１４ｙと、ドラムクリーナ１５ｙとを
含む。
【００３２】
　感光体ドラム１１ｙは、図示しない駆動手段によって軸線回りに回転駆動可能に支持さ
れ、その表面に静電潜像ひいてはトナー像が形成される感光層を有するローラ状部材であ
る。感光体ドラム１１ｙには、たとえば、図示しない導電性基体と、導電性基体表面に形
成される図示しない感光層とを含むものを使用できる。導電性基体には、円筒状、円柱状
、シート状などの導電性基体を使用でき、その中でも円筒状導電性基体が好ましい。感光
層としては、有機感光層、無機感光層などが挙げられる。有機感光層としては、電荷発生
物質を含む樹脂層である電荷発生層と、電荷輸送物質を含む樹脂層である電荷輸送層との
積層体、１つの樹脂層中に電荷発生物質と電荷輸送物質とを含む樹脂層などが挙げられる
。無機感光層としては、酸化亜鉛、セレン、アモルファスシリコンなどから選ばれる１種
または２種以上を含む層が挙げられる。
【００３３】
　導電性基体と感光層との間には、下地層を介在させてもよく、感光層の表面には主に感
光層を保護するための表面層（保護層）を設けてもよい。本実施の形態では、接地電位（
ＧＮＤ）に接続されるアルミニウム素管（導電性基体）と、アルミニウム素管の表面に形
成される厚さ２０μｍの有機感光層とを含む直径３０ｍｍの感光体ドラムを用いる。また
、本実施の形態では、感光体ドラム１１ｙは、時計周りの方向に周速度３５５ｍｍ／ｓで
回転駆動する。
【００３４】
　帯電ローラ１２ｙは、図示しない駆動手段によって軸線回りに回転駆動可能に支持され
、感光体ドラム１１ｙの表面を所定の極性および電位に帯電させるローラ状部材である。
帯電ローラ１２ｙには図示しない電源が接続され、該電源から電圧を印加されて放電する
ことによって、感光体ドラム１１ｙ表面を帯電させる。本実施の形態では、帯電ローラ１
２ｙに－１２００Ｖの電圧が印加され、感光体ドラム１１ｙ表面は－６００Ｖに帯電する
。帯電ローラ１２ｙに代えて、ブラシ型帯電器、チャージャー型帯電器、スコロトロンと
いったコロナ帯電器などを使用できる。光走査ユニット１３は、帯電状態にある感光体ド
ラム１１ｙ表面にイエローの画像情報に対応するレーザ光１３ｙを照射し、感光体ドラム
１１ｙ表面にイエローの画像情報に対応する静電潜像を形成する。光走査ユニット１３に
は、半導体レーザなどを使用できる。本実施の形態では、－６００Ｖに帯電した感光体ド
ラム１１ｙ表面に、露光電位－７０Ｖの静電潜像を形成する。
【００３５】
　現像装置１４ｙは、現像ローラ１７ｙと、現像ブレード１８ｙと、現像槽１９ｙと、攪
拌ローラ２０ｙ，３０ｙとを含む。現像ローラ１７ｙは、その表面にイエロー現像剤１６
ｙを担持し、現像ローラ１７ｙと感光体ドラム１１ｙとの近接部（現像ニップ部）におい
て、イエロー現像剤１６ｙを感光体ドラム１１ｙ表面の静電潜像に供給する。現像ローラ
１７ｙは現像槽１９ｙによって軸線回りに回転可能に支持され、現像槽１９ｙの感光体ド
ラム１１ｙを臨む面に形成される開口部からその一部が外方に向けて突出して感光体ドラ
ム１１ｙ表面に近接するように設けられ、図示しない固定磁極を内包するローラ状部材で
ある。現像ローラ１７ｙは、感光体ドラム１１ｙと逆方向に回転駆動する。したがって、
現像ニップ部においては、現像ローラ１７ｙと感光体ドラム１１ｙとは同じ方向に回転駆
動する。また、現像ローラ１７ｙには図示しない電源が接続され、該電源から直流電圧（
現像電圧）が印加される。これによって、現像ローラ１７ｙ表面のイエロー現像剤１６ｙ
が静電潜像に円滑に供給される。
【００３６】
　本実施の形態では、現像ローラ１７ｙには－４２０Ｖの現像電圧が印加される。現像ロ
ーラ１７ｙ表面のイエロートナー層が現像ニップ部において感光体ドラム１１ｙと接触し
、静電潜像にイエロー現像剤１６ｙが供給される。
【００３７】
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　現像ブレード１８ｙは、一端が現像槽１９ｙによって支持され、他端が現像ローラ１７
ｙ表面に対して間隙を有して離隔するように設けられる板状部材であり、現像ローラ１７
ｙ表面に担持されるイエロートナー層を均一化（層規制）する。
【００３８】
　現像槽１９ｙは前記のように感光体ドラム１１ｙを臨む面に開口部が形成され、内部空
間を有する容器状部材である。現像槽１９ｙは、その内部空間に現像ローラ１７ｙと攪拌
ローラ２０ｙ，３０ｙとを内蔵し、かつイエロー現像剤１６ｙを貯留する。現像槽１９ｙ
には、イエロー現像剤１６ｙの消費状況に応じて、図示しないトナーカートリッジからイ
エロー現像剤１６ｙが補給される。本実施の形態では、現像槽１９ｙ内には予め磁性キャ
リアが充填される。現像槽１９ｙに補給されるイエロートナーはこの磁性キャリアと混合
されてイエロー現像剤（イエロー２成分現像剤）１６ｙの形態で用いられるけれども、そ
れに限定されず、イエロートナーのみを含む１成分現像剤の形態でも使用できる。
【００３９】
　攪拌ローラ２０ｙ，３０ｙは、現像槽１９ｙの内部空間において軸線回りに回転駆動可
能に支持されるスクリュー状部材である。攪拌ローラ２０ｙは、現像ローラ１７ｙ表面に
圧接するように設けられる。攪拌ローラ２０ｙ，３０ｙは、それぞれの回転駆動によって
、図示しないトナーカートリッジから現像槽１９ｙ内に補給されるイエロー現像剤１６ｙ
を現像ローラ１７ｙの表面周辺に送給する。現像装置１４ｙによれば、現像槽１９ｙ内の
磁性キャリアにイエロートナーが付着した形態のイエロー現像剤１６ｙが攪拌ローラ２０
ｙ，３０ｙによって現像ローラ１７ｙ表面に供給され、該表面に現像剤層が形成される。
この現像剤層は現像ブレード１８ｙによって層厚を均一化された後、現像剤層から電位差
などを利用して感光体ドラム１１ｙ表面の静電潜像にイエロー現像剤１６ｙが選択的に供
給され、イエローの画像情報に対応するイエロートナー像が形成される。
【００４０】
　ドラムクリーナ１５ｙは、後述のように、感光体ドラム１１ｙ表面のイエロートナー像
を中間転写ベルト２１に転写した後に、感光体ドラム１１ｙ表面に残存するイエロー現像
剤１６ｙを除去、回収する。
【００４１】
　作像ユニット１０ｙによれば、帯電ローラ１２ｙによって帯電状態にある感光体ドラム
１１ｙの表面に、光走査ユニット１３からイエローの画像情報に対応する信号光１３ｙを
照射して静電潜像を形成し、該静電潜像に現像装置１４ｙからイエロー現像剤１６ｙを供
給して該静電潜像を現像し、イエロートナー像を形成する。このイエロートナー像は、後
述のように、感光体ドラム１１ｙの表面に圧接して矢符２９の方向に回転駆動する中間転
写ベルト２１に転写される。感光体ドラム１１ｙ表面に残留するイエロー現像剤１６ｙは
ドラムクリーナ１５ｙによって除去され、回収される。この画像（トナー像）形成動作は
繰返し実行される。
【００４２】
　作像ユニット１０ｍ，１０ｃ，１０ｂは、イエロートナーに代えてマゼンタトナー、シ
アントナーまたはブラックトナーを使用する以外は、作像ユニット１０ｙに対応する構造
を有するので、同一の参照符号を付し、かつ各参照符号の末尾にマゼンタを示す「ｍ」、
シアンを示す「ｃ」およびブラックを示す「ｂ」を付し、説明を省略する。
【００４３】
　（２）転写手段
　図１に戻って、中間転写手段３は、中間転写ベルト２１と、一次転写ローラ２２ｙ，２
２ｍ，２２ｃ，２２ｂと、支持ローラ２３，２４，２５と、ベルトクリーナ２６とを含む
。中間転写ベルト２１は、支持ローラ２３，２４，２５の間に張架されてループ状の移動
経路を形成する無端ベルト状のトナー像担持体であり、感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１
１ｃ，１１ｂとほぼ同じ周速度で矢符２７の方向に回転する。中間転写ベルト２１には、
たとえば、厚さ１００μｍのポリイミドフィルムを使用できる。中間転写ベルト２１の材
料はポリイミドのみに限定されず、ポリカーボネート、ポリアミド、ポリエステル、ポリ
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プロピレンなどの合成樹脂、各種ゴムなどからなるフィルムを使用できる。合成樹脂また
は各種ゴムからなるフィルム中には、中間転写ベルト２１としての電気抵抗値を調整する
ために、ファーネスブラック、サーマルブラック、チャネルブラック、グラファイトカー
ボンなどの導電材が配合される。中間転写ベルト２１のトナー像担持面２１ａは、中間転
写ベルト２１の回転駆動方向における上流側から、感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１１ｃ
，１１ｂにこの順番で圧接する。中間転写ベルト２１の感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１
１ｃ，１１ｂに圧接する位置が、各色トナー像の中間転写位置である。中間転写ベルト２
１を介して感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１１ｃ，１１ｂに対向する位置に、一次転写ロ
ーラ２２ｙ，２２ｍ，２２ｃ，２２ｂが配置される。
【００４４】
　一次転写ローラ２２ｙ，２２ｍ，２２ｃ，２２ｂは、それぞれ、中間転写ベルト２１を
介して感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１１ｃ，１１ｂに対向し、かつ中間転写ベルト２１
におけるトナー像担持面２１ａの反対面に圧接し、かつ図示しない駆動手段によりその軸
線回りに回転駆動可能に設けられるローラ状部材である。一次転写ローラ２２ｙ，２２ｍ
，２２ｃ，２２ｂには、たとえば、金属製軸体と、該金属製軸体の表面に被覆される導電
性層とを含むローラ状部材が用いられる。軸体は、たとえば、ステンレス鋼などの金属に
より形成される。軸体の直径は特に制限されないけれども、好ましくは８～１０ｍｍであ
る。導電性層は、導電性弾性体などにより形成される。導電性弾性体としてはこの分野で
常用されるものを使用でき、たとえば、カーボンブラックなどの導電剤を含む、エチレン
・プロピレン・ジエンゴム（ＥＰＤＭ）、発泡ＥＰＤＭ、発泡ウレタンなどが挙げられる
。導電性層によって、中間転写ベルト２１に高電圧が均一に印加される。
【００４５】
　一次転写ローラ２２ｙ，２２ｍ，２２ｃ，２２ｂには、感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，
１１ｃ，１１ｂの表面に形成されるトナー像を中間転写ベルト２１上に転写するために、
トナーの帯電極性とは逆極性の中間転写バイアスが定電圧制御によって印加される。これ
によって、感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１１ｃ，１１ｂに形成されるイエロー、マゼン
タ、シアンおよびブラックのトナー像が中間転写ベルト２１のトナー像担持面２１ａに順
次重ね合わさって転写され、多色トナー像が形成される。ただし、イエロー、マゼンタ、
シアンおよびブラックの一部のみの画像情報が入力される場合には、作像ユニット１０ｙ
，１０ｍ，１０ｃ，１０ｂのうち、入力される画像情報の色に対応する作像ユニットのみ
においてトナー像が形成される。
【００４６】
　支持ローラ２３，２４，２５は、図示しない駆動手段によって軸心回りに回転駆動可能
に設けられ、中間転写ベルト２１を張架して矢符２７の方向に回転駆動させる。支持ロー
ラ２３，２４，２５には、たとえば、直径３０ｍｍおよび肉厚１ｍｍのアルミニウム製円
筒体（パイプ状ローラ）が用いられる。支持ローラ２４は、中間転写ベルト２１を介して
後述する２次転写ローラ２８に圧接して２次転写ニップ部を形成し、かつ電気的に接地さ
れる。支持ローラ２４は中間転写ベルト２１を張架する機能と共に、中間転写ベルト２１
上のトナー像を記録媒体８に２次転写させる機能をも有する。
【００４７】
　ベルトクリーナ２６は、中間転写ベルト２１のトナー像担持面２１ａ上のトナー像を記
録媒体８に転写した後に、トナー像担持面２１ａ上に残存するトナーを除去する部材であ
り、中間転写ベルト２１を介して支持ローラ２５に対向するように設けられる。ベルトク
リーナ２６は、クリーニングブレードと、トナー貯留容器（何れも図示してない）とを含
む。クリーニングブレード２６ａは、図示しない加圧手段により、中間転写ベルト２１の
トナー像担持面２１ａに圧接し、トナー像担持面２１ａ上の残存トナーなどを掻き取る板
状部材である。クリーニングブレード２６ａには、たとえば、弾性を有するゴム材料（た
とえば、ウレタンゴム）などからなるブレードを使用できる。トナー貯留容器２６ｂは、
クリーニングブレード２６ａに掻き取られるトナーなどを一時的に貯留する。
【００４８】
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　中間転写手段３によれば、感光体ドラム１１ｙ，１１ｍ，１１ｃ，１１ｂ上に形成され
るトナー像が、中間転写ベルト２１のトナー像担持面２１ａの所定位置に重ね合わされて
転写され、トナー像が形成される。このトナー像は、後述するように、２次転写ニップ部
において記録媒体８に２次転写される。２次転写後に中間転写ベルト２１のトナー像担持
面２１ａに残留するトナー、オフセットトナー、紙粉などがベルトクリーナ２６により除
去され、トナー像担持面２１ａには再度トナー像が転写される。
【００４９】
　２次転写手段４は、支持ローラ２４と、２次転写ローラ２８とを含む。２次転写ローラ
２８は、中間転写ベルト２１を介して支持ローラ２４に圧接し、かつ軸線方向に回転駆動
可能に設けられ、図示しない駆動手段によって回転駆動するローラ状部材である。２次転
写ローラ２８は、たとえば、金属製軸体と、該金属製軸体の表面に被覆される導電性層と
を含む。金属製軸体は、たとえば、ステンレス鋼などの金属により形成される。導電性層
は、導電性弾性体などにより形成される。導電性弾性体としてはこの分野で常用されるも
のを使用でき、たとえば、カーボンブラックなどの導電剤を含む、ＥＰＤＭ、発泡ＥＰＤ
Ｍ、発泡ウレタンなどが挙げられる。
【００５０】
　２次転写ローラ２８には図示しない電源が接続され、トナーの帯電極性とは逆の極性を
有する高電圧が均一に印加される。支持ローラ２４と中間転写ベルト２１と２次転写ロー
ラ２８との圧接部が２次転写ニップ部である。２次転写手段４によれば、中間転写ベルト
２１上のトナー像が２次転写ニップ部に搬送され、それに同期して後述の記録媒体供給手
段５から送給される記録媒体８が２次転写ニップ部に搬送され、２次転写ニップ部におい
てトナー像と記録媒体８とが重ね合わされ、トナー像が記録媒体８に２次転写される。こ
のようにして、記録媒体８上に未定着トナー像が担持される。未定着トナー像を担持する
記録媒体８は、定着装置６に搬送される。
【００５１】
　（３）定着手段
　定着装置６は、未定着のトナー像が形成された記録媒体に対し熱および圧力を加えるこ
とによって、未定着のトナー像を記録媒体に定着させる。未定着のトナー像は、非磁性ト
ナーからなる非磁性１成分現像剤、非磁性トナーおよびキャリアからなる非磁性２成分現
像剤、または磁性トナーからなる磁性現像剤などの現像剤（以下では、単に「現像剤」と
呼ぶ場合がある。）に含まれるトナーで形成される。
【００５２】
　図３は、本発明の第１の実施形態である定着装置６の構成を概略的に示す断面図である
。定着装置６は、図３に示すように、定着ローラ５０と、加圧ローラ６０と、外部加熱手
段７０とを含む。
【００５３】
　（定着ローラ）
　定着部材である定着ローラ５０は、図示しない支持手段によって回転自在に支持され、
かつ図示しない駆動手段によって矢符５６の方向に所定の速度で回転するローラ状部材で
ある。定着ローラ５０は、記録媒体８に担持されるトナー像を構成するトナーを加熱溶融
させて記録媒体８に定着させる。
【００５４】
　本実施の形態では、定着ローラ５０として、芯金５１と、弾性体層５２と、表面層５３
とを含むローラ状部材を使用する。芯金５１を形成する金属には熱伝導率の高い金属を使
用でき、たとえば、アルミニウム、鉄などが挙げられる。芯金５１の形状としては、円筒
状、円柱状などが挙げられるけれども、芯金５１からの放熱量が少ない円筒状の方が好ま
しい。
【００５５】
　弾性体層５２を構成する材料としては、ゴム弾性を有するものであれば特に制限はない
けれども、さらに耐熱性に優れるものが好ましい。このような材料の具体例としては、た
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とえば、シリコーンゴム、フッ素ゴム、フルオロシリコーンゴムなどが挙げられる。これ
らの中でも、特にゴム弾性に優れるシリコーンゴムが好ましい。
【００５６】
　表面層５３を構成する材料は、耐熱性および耐久性に優れ、トナーとの付着力が弱いも
のであれば特に制限されず、たとえば、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレンとペルフルオロ
アルキルビニルエーテルとの共重合体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）など
のフッ素系樹脂材料、フッ素ゴムなどが挙げられる。表面層５３は厚さ約３０から５０μ
ｍのＰＦＡ層である。
【００５７】
　定着ローラ５０の内部には、定着ローラ加熱手段５４が設けられる。これは、待機中に
定着ローラを均一に加熱し、またトナー像定着時に記録媒体８に熱が移行することに起因
する定着ローラ５０の表面温度の低下などを防止する。本実施の形態では、定着ローラ加
熱手段５４にはハロゲンランプが用いられる。
【００５８】
　定着ローラとしては、外径３５ｍｍ、肉厚２ｍｍのアルミニウム製芯金上に、シリコー
ンゴム層を２．５ｍｍ形成し更に４０μｍのＰＦＡチューブ層を設けた外径４０ｍｍのロ
ーラを使用した。
【００５９】
　（加圧ローラ）
　加圧部材である加圧ローラ６０は、定着ローラ５０の鉛直方向最下点よりも下方向に設
けられ、図示しない加圧機構により定着ローラ５０に圧接された状態で回転自在に設けら
れるローラ状部材である。定着ローラ５０と加圧ローラ６０との圧接部が定着ニップ部５
５である。加圧ローラ６０は定着ローラ５０の回転に従動回転する。加圧ローラ６０は、
定着ローラ５０によるトナー像の記録媒体８への加熱定着に際し、溶融状態にあるトナー
を記録媒体８に対して押圧することによって、トナー像の記録媒体８への定着を促進する
。
【００６０】
　本実施の形態では、加圧ローラ６０として、芯金６１と、弾性体層６２と、表面層６３
とを含むローラ状部材を使用する。芯金６１、弾性体層６２および表面層６３を形成する
材料としては、それぞれ、定着ローラ５０の芯金５１、弾性体層５２および表面層５３を
形成する金属または材料と同じものを使用できる。また、芯金６１の形状も定着ローラ５
０と同様である。加圧ローラ６０の内部には、加圧ローラ加熱手段６４が設けられる。こ
れは、画像形成装置１の電源オンから画像形成可能になるまでの立ち上げ時間の短縮、ト
ナー像定着時に記録媒体８に熱が移行することに起因する加圧ローラ６０の表面温度の急
激な低下などを防止する。
【００６１】
　本実施の形態では、加圧ローラ加熱手段６４にはハロゲンランプが用いられる。加圧ロ
ーラとしては、外径３５ｍｍ、肉厚２ｍｍのアルミニウム製芯金上に、シリコーンゴム層
を２．５ｍｍ形成し更に４０μｍのＰＦＡチューブ層を設けた外径４０ｍｍのローラを使
用した。
【００６２】
　（外部加熱手段）
　外部加熱手段７０は、加熱ベルト７１と、第１圧接ローラ７２と、第２圧接ローラ７３
と、サーミスタ７６と、サーモスタット７７とを含む。加熱ベルト７１は、第１圧接ロー
ラ７２と第２圧接ローラ７３との間に張架されてループ状の移動経路を形成する無端ベル
ト状部材である。また、加熱ベルト７１は、第１圧接ローラ７２と定着ローラ５０との圧
接点から第２圧接ローラ７３と定着ローラ５０との圧接点の間において、定着ローラ５０
の外周方向に長さを持ちかつ定着ローラ５０の長手方向に亘る帯状の領域で定着ローラ５
０に接触するように設けられる。また、加熱ベルト７１は定着ローラ５０の矢符５６の方
向の回転駆動によって矢符７８の方向に従動回転する。
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【００６３】
　加熱ベルト７１には、耐熱性および耐久性に優れるものであれば特に制限されないけれ
ども、たとえば、ポリイミド製ベルト、ニッケル電鋳ベルトなどが挙げられる。加熱ベル
ト７１の表面には、ＰＦＡ、ＰＴＦＥなどのフッ素樹脂層を形成してもよい。本実施の形
態では、直径３１ｍｍの円筒形状に形成される厚さ９０μｍのポリイミド基材上に、ＰＴ
ＦＥ層を約２０μｍコートした無端ベルトを使用する。
【００６４】
　第１圧接ローラ７２および第２圧接ローラ７３は、回転自在に支持されかつ図示しない
加圧手段によって加熱ベルト７１を介して定着ローラ５０表面に圧接するように設けられ
るローラ状部材である。第１圧接ローラ７２および第２圧接ローラ７３は加熱ベルト７１
の矢符７８の方向の回転に従動回転する。
【００６５】
　第１圧接ローラ７２および第２圧接ローラ７３には、アルミニウム、鉄などの熱伝導率
の高い金属からなる金属製ローラを使用できる。金属製ローラは必要に応じてその表面に
フッ素樹脂層が形成されてもよい。本実施の形態では、肉厚２ｍｍで外径１６ｍｍのアル
ミニウム製のローラを使用した。
【００６６】
　第１圧接ローラ７２および第２圧接ローラ７３は、その内部に第１および第２加熱手段
７４，７５を有する。これによって、加熱ベルト７１ひいては定着ローラ５０が加熱され
る。第１および第２加熱手段７４，７５には図示しない電源が接続され、第１および第２
加熱手段７４，７５を発熱させるための電力が供給される。第１および第２加熱手段７４
，７５には一般的な加熱手段を使用できる。本実施の形態では第１および第２加熱手段７
４，７５にはハロゲンランプを使用する。なお、第１圧接ローラ７２および第２圧接ロー
ラ７３は定着ローラ５０上において互いの軸線が平行になり、かつ間隙を有して離隔する
ように設けられる。
【００６７】
　電源オンして立ち上げる場合、画像形成指示が入力されると、まず、第１圧接ローラお
よび第２圧接ローラの内部に設けられたハロゲンランプによって加熱ベルト７１が第１の
所定温度まで加熱される。加熱ベルト７１の温度が第１の所定温度まで到達した時点で、
定着ローラ５０をたとえば２２５ｍｍ／ｓｅｃの速度で回転させ始める。定着ローラ５０
を回転させながら、引き続き加熱ベルト７１を第２の所定温度（ここでは約２２０℃程度
）まで昇温させ、加熱ベルト７１からの熱で定着ローラ５０の表面を加熱し、定着ローラ
５０の表面を定着温度まで上昇させ、立ち上げ完了となる。立ち上げ完了温度は定着ロー
ラ５０の表面温度のみで判断される。加熱ベルト７１の温度が第２の所定温度に到達する
と、第１圧接ローラおよび第２圧接ローラの内部に設けられたハロゲンランプは消灯する
。
【００６８】
　このような立ち上げ動作において、定着ローラ５０内部のハロゲンランプが点灯する条
件は、加熱ベルト７１の温度が第２の所定温度に到達して、第１圧接ローラおよび第２圧
接ローラ内部のハロゲンランプが消灯する条件のときのみであり、立ち上げ動作において
はほとんど点灯しない。したがって、立ち上げ完了時の定着ローラの温度分布は定着ロー
ラの表面が最も高く、その内部つまり芯金方向に向かって、徐々に温度が低下する傾向に
ある。
【００６９】
　（温度検出手段）
　第２サーミスタ７６は、加熱ベルト７１を介して第２圧接ローラ７３に対向する位置に
おいて加熱ベルト７１に近接するように設けられ、加熱ベルト７１の温度を検出する。第
２サーミスタ７６による検出結果はＣＰＵに入力される。ＣＰＵは、第２サーミスタ７６
の検出結果から、第２サーミスタ７６の温度が設定範囲内にあるか否かを判定する。加熱
ベルト７１の温度が設定範囲よりも低い場合には、第１および第２加熱手段７４，７５に
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接続される電源に制御信号を送り、第１および第２加熱手段７４，７５に電力を供給して
発熱を促す。加熱ベルト７１の温度が設定範囲よりも高い場合には、第１および第２加熱
手段７４，７５への給電力の有無を確認する。電力供給が継続される場合は、第１および
第２加熱手段７４,７５への電力供給を停止する制御信号を送る。
【００７０】
　第２サーモスタット７７は、加熱ベルト７１を介して第２圧接ローラ７３に対向しかつ
第２サーミスタ７６よりも加熱ベルト７１の回転方向下流側の位置において、加熱ベルト
７１に近接するように設けられ、加熱ベルト７１の異常昇温を検出する。第２サーモスタ
ット７７による検出結果はＣＰＵに入力される。ＣＰＵは第２サーモスタット７７の検出
結果に応じて第１および第２加熱手段７４，７５に接続される電源からの給電を停止する
。
【００７１】
　定着部材温度検出手段である第１サーミスタ９０は、定着ローラ５０に近接するように
設けられ、定着ローラ５０の表面温度を検出する。第１サーミスタ９０による検出結果は
ＣＰＵに入力される。ＣＰＵは、第１サーミスタ９０の検出結果から、第１サーミスタ９
０の温度が設定範囲内にあるか否かを判定する。定着ローラ５０の表面温度が設定範囲よ
りも低い場合には、定着ローラ加熱手段５４に接続される電源に制御信号を送り、定着ロ
ーラ加熱手段５４に電力を供給して発熱を促す。定着ローラ５０の表面温度が設定範囲よ
りも高い場合には、定着ローラ加熱手段５４への給電力の有無を確認する。電力供給され
ている場合には、電力供給を停止する制御信号を送り、定着ローラ加熱手段５４に接続さ
れる電源からの給電を停止する。後述の中断制御において、第１サーミスタ９０の検出結
果に応じてジョブの印刷が一旦中断されたり、ジョブ中断基準温度が変更されたりする。
【００７２】
　（制御部）
　定着ローラ５０と加圧ローラ６０と外部加熱手段７０とを含む定着機構は、画像形成装
置１の全動作を制御する図示しない制御部によって制御される。制御部は、画像形成指示
の入力を受けると、定着ローラ５０、加圧ローラ６０および第１，第２圧接ローラ７２，
７３の内部に設けられる加熱手段５４，６４，７４，７５に電力を供給する図示しない電
源に制御信号を送る。画像形成指示は、画像形成装置１の鉛直方向上面に設けられる図示
しない操作パネルまたは画像形成装置１に接続されるコンピュータなどの外部機器から入
力される。制御信号を受けた電源は電力を供給して加熱手段５４，６４，７４，７５を起
動させる。定着ローラ加熱手段５４，６４，７４，７５は、定着ローラ５０、加圧ローラ
６０および加熱ベルト７１表面がそれぞれの設定温度になるように加熱する。定着ローラ
５０および外部加熱手段７０の近傍に設けられる第１サーミスタ９０などの温度検出セン
サが設定温度に到達したことを検出し、その検出結果がＣＰＵに入力されると、制御手段
は定着ローラ５０を回転駆動させる図示しない駆動手段に制御信号を送り、定着ローラ５
０を矢符５６の方向に回転駆動させる。それに伴って加圧ローラ６０および加熱ベルト７
１が従動回転する。この状態で、未定着トナー像を担持する記録媒体８が２次転写手段４
から定着ニップ部５５に搬送される。この記録媒体８が定着ニップ部５５を通過する際に
、トナー像を構成するトナーが加熱加圧され、記録媒体８に定着され、画像が形成される
。
【００７３】
　（４）記録媒体供給手段
　記録媒体供給手段５は、記録媒体カセット４２と、ピックアップローラ４３と、レジス
トローラ４４ａ，４４ｂとを含む。記録媒体カセット４２は記録媒体８を貯留する。記録
媒体８には、たとえば、普通紙、コート紙、カラーコピー専用用紙、ＯＨＰ（オーバーヘ
ッドプロジェクタ）用フィルム、葉書などがある。サイズとしては、Ａ４、Ａ３、Ｂ５、
Ｂ４、葉書サイズなどである。ピックアップローラ４３は、記録媒体８を搬送路Ｐに１枚
ずつ送給する。レジストローラ４４ａ，４４ｂは互いに圧接するように設けられる一対の
ローラ状部材であり、中間転写ベルト２１上の多色トナー像が２次転写ニップ部に搬送さ
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れるのに同期して、２次転写ニップ部に記録媒体８を送給する。記録媒体供給手段５によ
れば、記録媒体カセット４２内に貯留される記録媒体８が、ピックアップローラ４３によ
って１枚ずつ搬送路Ｐに送給され、さらに、レジストローラ４４ａ，４４ｂによって２次
転写ニップ部に送給される。
【００７４】
　（５）スキャナ部
　スキャナ部７は、原稿台と、光源と、ＣＣＤセンサ９とを含む。原稿台の上面には、複
写すべき原稿が載置される。原稿台には透明ガラスなどの透明性材料からなる板状部材が
用いられる。光源は、原稿台に載置される原稿を照明する。ＣＣＤセンサ９は、光源によ
って照明される原稿からの反射光を光電変換することで、反射光を画像情報（画像信号）
に変換する。ＣＣＤセンサ９は変換部と転送部と出力部とを含み、変換部では反射光であ
る光信号を電気信号に変換し、転送部ではクロックパルスに同期して電気信号を順次出力
部へ転送し、出力部では電気信号を電圧信号に変換し、増幅、低インピーダンス化して出
力する。このようにして得られたアナログ信号を周知の画像処理を行ってデジタル信号に
変換する。スキャナ部７により読み取られる原稿の画像情報は、画像形成装置の全動作を
制御する図示しないＣＰＵに送られ、各種画像処理が施された後、メモリに一旦記憶され
、出力指示に応じてメモリ内の画像を読出して光走査ユニット１３に転送して記録媒体８
である記録紙上に画像を形成させる。
【００７５】
　（６）制御手段
　画像形成装置１には、図示しない制御手段が設けられる。制御手段は、たとえば、画像
形成装置１の内部空間における上部に設けられ、図示しない、記憶部と、演算部と、制御
部とを含む。記憶部には、画像形成装置１の上面に配置される図示しない操作パネルを介
する印刷指令、画像形成装置１内部の各所に配置される図示しない各種センサなどからの
検出結果、外部機器から入力される画像情報、画像形成装置１内部の各装置の動作を制御
するための各種設定値およびデータテーブル、各種制御を実行するためのプログラムなど
が書き込まれる。
【００７６】
　記憶部には、この分野で常用されるものを使用でき、たとえば、リードオンリィメモリ
（ＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ）な
どが挙げられる。外部機器には、画像情報の形成または取得が可能であり、かつ画像形成
装置に電気的に接続可能な電気および電子機器を使用でき、たとえば、コンピュータ、デ
ジタルカメラなどが挙げられる。演算部は、記憶部に入力される各種データ（印刷指令、
検出結果、画像情報など）および各種制御を実施するためのプログラムを取り出し、各種
検出および／または判定を行う。制御部は、演算部における各種判定結果、演算結果など
に応じて該当装置に制御信号を送付し、動作制御を行う。制御部および演算部は、たとえ
ば、中央処理装置（ＣＰＵ）を備えるマイクロコンピュータ、マイクロプロセッサなどに
よって実現される処理回路である。制御手段は、記憶部、演算部および制御部とともに主
電源を含む。主電源は、制御手段だけでなく、画像形成装置１内部における各装置にも電
力を供給する。また、制御手段は、後述の中断制御手段をも含む。
【００７７】
　（中断制御）
　本実施の形態では、ジョブの印刷に伴って定着ローラの表面温度が低下することによる
定着不良を防ぐためにジョブ中断基準温度を設定し、中断制御手段によって中断制御を行
う。これによって、第１サーミスタ９０で検出されるジョブの印刷中の定着ローラの表面
温度がジョブ中断基準温度まで低下するとジョブの印刷を一旦ストップし定着ローラの表
面温度が所定の温度に復帰するのを待って再度ジョブの印刷が再開されるので、定着ロー
ラの表面温度が定着下限温度より低い温度まで低下して定着不良が発生することを防止で
きる。
【００７８】
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　本実施形態では、ジョブ中断基準温度は２種類以上あり、中断制御手段が、電源オンか
らの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直後のジョブと、電源オンからの立ち
上げ直後およびスリープモードからの復帰直後のジョブ以外のジョブとに対して、前記２
種類以上のジョブ中断基準温度のうち用いるジョブ中断基準温度を個別に選択し、その選
択したジョブ中断基準温度を用いてジョブの印刷を行う。ジョブ中断基準温度が２種類以
上あることによって、条件に合ったジョブ中断基準温度を選択することができる。本実施
形態では、ジョブ中断基準温度は第１基準温度と、第２基準温度とを含み、第２基準温度
は、第１基準温度より低い温度である。また、ジョブ中断基準温度は、立ち上げ開始時の
定着ローラの表面温度や立ち上げ完了時点からの経過時間などの条件によってジョブ中断
基準温度が最初の温度から変更される場合もある。
【００７９】
　どのような条件の場合に、どのようなジョブ中断基準温度を選択するか図４を用いて説
明する。図４は、ジョブ中断基準温度を決定するためのフローチャートである。図４のフ
ローチャートを用いて、ジョブ中断基準温度の決定条件とともに、中断制御およびその効
果について具体的に説明する。以下、Ｓ１、Ｓ２、…は、処理手順（ステップ）の番号を
表す。なお、本実施形態において、立ち上げとは、具体的には、電源オン状態からの立ち
上げ動作、つまり定着器に通電されていない状態からの立ち上げ状態とする。
【００８０】
　（ステップＳ１）
　入力された画像形成指示が、画像形成装置１の電源をオンにしてからの最初の画像形成
指示またはスリープモードから復帰させるための画像形成指示であれば、ステップＳ３に
進む。前記の画像形成指示以外の指示、たとえば待機状態からの指示であればステップＳ
２に進む。画像形成指示は、画像形成装置１の鉛直方向上面に設けられる図示しない操作
パネルまたは画像形成装置１に接続されるコンピュータなどの外部機器から入力される。
【００８１】
　（ステップＳ２）
　ステップＳ２では、ジョブ中断基準温度として第２基準温度を選択する。中断制御手段
は、第２基準温度を用いて中断制御を行う。本ステップに進むような条件としては、たと
えば入力された画像形成指示が、待機状態で入力された指示である場合が挙げられる。図
５は、待機状態からジョブの印刷を開始する場合における画像形成指示前後の定着ローラ
の表面温度の推移を示すグラフである。図５に示すように、待機状態では定着ローラの表
面温度は定着温度であるβ℃に維持されており、ｔ１秒の画像形成指示の入力と同時にジ
ョブの印刷が開始され、その直後から定着ローラの表面温度が低下し始める。しかしなが
ら、待機中は、定着ローラは定着ローラ加熱手段５４のハロゲンランプによって内部から
充分に加熱されているので、ジョブの印刷によって表面の熱が奪われても定着ローラの表
面温度の速度低下は緩やかである。
【００８２】
　定着ローラの表面温度がジョブ中断基準温度まで低下したことを検知した後も数枚程度
はジョブの印刷が実施されることがあるが、表面温度の速度低下は緩やかなので、実際に
ジョブの印刷が中断された時点の定着ローラの表面温度は中断基準温度からほとんど低下
しない。そのため、たとえば第２基準温度を定着下限温度に設定した場合でも定着不良は
発生せず、問題はない。本実施形態では、定着温度を１７５℃とし、第２基準温度を定着
温度より２０℃低い温度の１５５℃とする。以後、第１基準温度をＴ１℃、第２基準温度
をＴ２℃と記載することもある。
【００８３】
　仮にこのステップでのジョブ中断基準温度を第１基準温度に設定した場合は、定着ロー
ラの表面温度がＴ１℃まで低下するとジョブの印刷が一旦停止されることになる。ジョブ
中断基準温度を第１基準温度とした場合でも第２基準温度とした場合でも定着不良は発生
しないが、第１基準温度は第２基準温度より高いので、第２基準温度にした場合より印刷
が中断されやすくなり、ジョブ効率が低下する。
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【００８４】
　（ステップＳ３）
　電源オンからの立ち上げ直後またはスリープモードからの復帰直後のジョブであれば第
１基準温度を選択する。本実施形態では、第１基準温度を定着温度より５℃低い温度の１
７０℃とする。定着ローラの表面温度がジョブ中断基準温度まで低下したことを検知した
後も数枚程度はジョブの印刷が実施されることがあるが、電源オンからの立ち上げ開始時
およびスリープモードからの復帰開始時には定着ローラが冷えきって、室温まで温度が低
下していることがあり、このような場合には立ち上げ直後および復帰直後の印刷による定
着ローラの表面温度の低下速度は大きいので、定着不良が発生しやすくなる。第１基準温
度を１７０℃に設定し、第２基準温度より１５℃も高い温度としているのは、このような
場合の定着ローラの急激な温度低下に対応させ、定着不良が起こらないようにするためで
ある。中断制御手段は、ジョブ中断基準温度をＴ１℃に設定して、中断制御を行う。
【００８５】
　（外部加熱手段）で記載したように、立ち上げ開始時または復帰開始時の定着ローラの
表面温度が常温くらい低い温度の場合、立ち上げ完了時の定着ローラの温度分布は定着ロ
ーラの表面が最も高く、その内部つまり芯金方向に向かって、徐々に温度が低下する傾向
にある。また、立ち上げ直後および復帰直後では、芯金を通じて定着ローラ軸の端部方向
への熱の逃げも大きく、定着ローラ端部の温度は定着ローラの中央部の温度に比較して低
下する傾向がある。そのため、仮にジョブ中断基準温度が１種類のみでそのジョブ中断基
準温度をＴ２℃に設定し、連続通紙を行うと、図８に示す曲線（ｂ）のように定着ローラ
の表面温度が急激に低下するので、定着不良が発生するおそれがある。
【００８６】
　ステップＳ１～Ｓ３で述べたように、本実施形態において、中断制御手段は、電源オン
からの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直後のジョブに対しては第１基準温
度を選択し、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直後のジョブ
以外のジョブに対しては第２基準温度を選択し、中断制御を行うので、印刷開始直後の定
着ローラの表面温度の低下速度が比較的大きい場合にはジョブ中断基準温度を比較的高め
の第１基準温度に設定でき、印刷開始直後の定着ローラの表面温度の低下速度が比較的小
さい場合にはジョブ中断基準温度を比較的低めの第２基準温度に設定できる。したがって
、定着性を確保すると同時にジョブ効率の低下を抑制することができる。
【００８７】
　（ステップＳ４）
　画像形成指示直後の定着ローラの表面温度を第１サーミスタ９０で検出する。
【００８８】
　（ステップＳ５）
　定着ローラの表面温度を検出した結果、定着ローラの表面温度が基準温度未満であれば
ステップＳ７に進む。基準温度以上であればステップＳ６に進む。以後、基準温度をα℃
とも記載する。本実施形態では、基準温度は７０℃である。
【００８９】
　（ステップＳ６）
　定着ローラの表面温度がα℃以上であればジョブ中断基準温度を第１基準温度から第２
基準温度に変更する。図６は、定着ローラの表面温度がα℃以上の場合において、画像形
成指示が入力された時点からジョブの印刷を開始した後の定着ローラの表面温度の推移を
示すグラフである。図６に示すようにｔ２秒に画像形成指示が入力されると、定着ローラ
の表面温度がβ℃まで上昇する。ｔ３秒の立ち上がりと同時にジョブの印刷が開始され、
ジョブの印刷開始直後から定着ローラの表面温度が低下し始める。しかしながら、定着ロ
ーラの内部およびローラの端部もある程度暖まっているので、定着ローラの表面温度の速
度低下は緩やかである。そのため、定着ローラの表面温度がα度以上の状態からの立ち上
げ直後のジョブでは、ステップＳ２の場合と同様に、定着ローラの急激な温度低下は殆ど
ないことからジョブ中断基準温度を定着温度より２０℃程度低い温度（Ｔ２℃）に設定し
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ても定着性に対して大きな問題はない。
【００９０】
　仮にこのステップでのジョブ中断基準温度を第２基準温度に変更せず、第１基準温度の
まま維持した場合は、定着ローラの表面温度がＴ１℃まで低下するとジョブの印刷が一旦
停止されることになる。ジョブ中断基準温度を第１基準温度とした場合でも第２基準温度
とした場合でも定着不良は発生しないが、第１基準温度は第２基準温度より高いので、第
２基準温度にした場合より印刷が中断されやすくなり、ジョブ効率が低下する。
【００９１】
　（ステップＳ７）
　定着ローラの表面温度がα℃未満であればジョブ中断基準温度を第１基準温度のまま維
持する。定着ローラの表面温度がα℃未満であれば、定着ローラが冷えきって、室温まで
温度が低下していると判断される。これによって、電源オンからの立ち上げ直後およびス
リープモードからの復帰直後のジョブの印刷において、定着不良を抑制することができる
。
【００９２】
　ステップＳ５～Ｓ７で述べたように、本実施形態において、電源オンから立ち上げてジ
ョブの印刷を開始する場合およびスリープモードから復帰させてジョブの印刷を開始する
場合、中断制御手段は、電源オンからの立ち上げ開始時およびスリープモードからの復帰
開始時に、定着手段温度検出手段によって検出される定着ローラの表面温度が所定温度以
上であればジョブ中断基準温度を第１基準温度から第２基準温度に変更して中断制御を行
い、定着手段温度検出手段によって検出される定着ローラの表面温度が所定温度未満であ
ればジョブ中断基準温度を第１基準温度のまま維持して中断制御を行う。たとえば電源を
オフにしてすぐにオンにし、その直後に立ち上げる場合には、定着ローラの表面温度はほ
とんど低下しておらす、高いままである。このように立ち上げ開始時に定着ローラの表面
温度が高い場合にジョブ中断基準温度を第１基準温度から第２基準温度に変更して中断制
御を行っても、立ち上げ直後のジョブの印刷の際、定着ローラの表面温度の低下速度が小
さいので定着不良は発生しない。また定着ローラの表面温度が第１基準温度まで低下して
もジョブの印刷は中断せずに継続されるので、ジョブ中断基準温度が第１基準温度のまま
維持されて中断制御が行われる場合よりジョブ効率を向上させることができる。したがっ
て、定着性を確保すると同時にジョブ効率の低下を一層抑制することができる。
【００９３】
　（ステップＳ８）
　定着ローラの表面温度が定着温度まで上昇し、立ち上げが完了すると同時にジョブの印
刷を開始する。立ち上げ完了は定着ローラの表面温度のみで決定する。立ち上げ完了温度
は１７５℃である。
【００９４】
　（ステップＳ９）
　立ち上げ完了時または復帰完了時から所定時間経過していれば、ステップＳ１０に進む
。所定時間経過していないのであればステップＳ１１に進む。以後、所定時間をｔ秒と記
載する場合もある。第２基準温度を１７０℃に設定している本実施形態では、所定時間を
３０秒とする。なお、この場合の立ち上げ完了時とは、定着ローラの表面温度が定着温度
に到達した時点とする。
【００９５】
　（ステップＳ１０）
　立ち上げ完了時または復帰完了時から所定時間経過していれば、ジョブ中断基準温度を
Ｔ１℃からＴ２℃に変更する。図７は、画像形成指示が入力された時点から立ち上げ完了
時のｔ秒経過後までの定着ローラの表面温度の推移を示すグラフである。図７に示すよう
にｔ４秒に画像形成指示が入力され、定着ローラの表面温度が定着温度まで上昇する。ｔ
５秒の立ち上がり完了と同時にジョブの印刷が開始され、ジョブの印刷開始直後から定着
ローラの表面温度が急激に低下するが、ジョブ中断基準温度をＴ１℃に設定しているので
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、定着性を確保できる。立ち上がり完了時点からｔ秒経過すると、定着ローラの表面温度
の速度低下は図５および図６のように緩やかになる。これは、立ち上げ完了時および復帰
完了時からｔ秒経過すると、少なくとも定着ローラの芯金温度が表面温度と同程度の温度
になるので、連続通紙して定着ローラ表面の熱が奪われても、すぐに熱が供給され、急激
な低下が抑えられるからである。したがって、第２基準温度に変更しても、定着不良は発
生せず問題はない。
【００９６】
　仮にこのステップでのジョブ中断基準温度を第２基準温度に変更せず、第１基準温度の
まま維持した場合は、ｔ秒経過した後も定着ローラの表面温度がＴ１℃まで低下するとジ
ョブの印刷が一旦停止されることになる。ｔ秒経過した後もジョブ中断基準温度を第１基
準温度のまま維持した場合でも第２基準温度に変更した場合でも定着不良は発生しないが
、第１基準温度は第２基準温度より高いので、第２基準温度にした場合より印刷が中断さ
れやすくなり、ジョブ効率が低下する。
【００９７】
　（ステップＳ１１）
　立ち上げ開始時または復帰開始時の定着ローラの表面温度がα℃未満であり、かつ立ち
上げ完了時または復帰完了時からの経過時間がｔ秒以内においては、ジョブ中断基準温度
をＴ１℃のまま維持する。図８は、立ち上げ開始時の定着ローラの表面温度がα℃未満で
あり、画像形成指示入力時から立ち上げ完了時点のｔ秒経過するまでの定着ローラの表面
温度の推移を示すグラフである。曲線（ａ）は、本ステップのようにジョブ中断基準温度
がＴ１℃である場合のグラフであり、曲線（ｂ）は、ジョブ中断基準温度がＴ２℃である
場合のグラフである。図８に示すように、ｔ４秒に画像形成指示が入力されると、定着ロ
ーラの表面温度がβ℃まで上昇し、ｔ７秒に立ち上げ完了となる。立ち上げ完了と同時に
ジョブの印刷を行うと、ジョブ中断基準温度がＴ１℃であれば、曲線（ａ）のように定着
ローラの表面温度が急激に低下しないので定着性を確保できる。ジョブ中断基準温度がＴ
２℃であれば、曲線（ｂ）のように、定着ローラの表面温度が急激に低下する。
【００９８】
　仮にジョブ中断基準温度がＴ２℃のみで、その温度を定着下限温度に設定した場合、立
ち上げ直後のジョブの印刷では、定着ローラの表面温度の低下速度が著しいので、実際に
印刷が中断する際の定着ローラの表面温度はジョブ中断基準温度をはるかに下回り、それ
によって定着不良が発生する。
【００９９】
　ステップＳ９～Ｓ１１で述べたように、本実施形態において、電源オンから立ち上げて
ジョブの印刷を開始する場合およびスリープモードから復帰させてジョブの印刷を開始す
る場合に、ジョブ中断基準温度が第１基準温度であるとき、中断制御手段は、電源オンか
らの立ち上げ完了時およびスリープモードからの復帰完了時から所定時間経過するとジョ
ブ中断基準温度を第２基準温度に変更して中断制御を行う。電源オンからの立ち上げ完了
時およびスリープモードからの復帰完了時から所定時間経過すると、定着ローラの内部ま
で充分に温まり、ジョブの印刷に伴う定着ローラの表面温度の低下速度が小さくなるので
、ジョブ中断基準温度を比較的低い第２基準温度に変更しても定着不良が発生しない。ま
たジョブ中断基準温度を変更したことで、定着ローラの表面温度が比較的高い第１基準温
度まで低下してもジョブの印刷は中断せずに継続されるので、ジョブ中断基準温度が第１
基準温度で中断制御が行われる場合よりジョブ効率を向上させることができる。したがっ
て、定着性を確保すると同時にジョブ効率の低下をより一層抑制することができる。
【０１００】
　本実施形態では、電源オンからの立ち上げ直後およびスリープモードからの復帰直後の
ジョブと、当該ジョブ以外のジョブとに対して、２種類以上のジョブ中断基準温度のうち
用いるジョブ中断基準温度を個別に選択したが、他の実施形態では電源オンからの立ち上
げ直後のジョブと、それ以外のジョブとに対して、２種類以上のジョブ中断基準温度のう
ち用いるジョブ中断基準温度を個別に選択してもよく、またはスリープモードからの復帰
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用いるジョブ中断基準温度を個別に選択してもよい。
【０１０１】
　（参考例）
　以下、本発明の効果を示すための参考例を記載する。参考例１では、ジョブ中断基準温
度を１５５℃に設定し、定着ローラの表面温度２５℃から立ち上げた直後にジョブの印刷
を行い、定着性を評価した。参考例２では、ジョブ中断基準温度を１５５℃から１７０℃
に変更したこと以外は参考例１と同様にしてジョブの印刷を行い、定着性を評価した。
【０１０２】
　（参考例１）
　定着ローラには、外径３５ｍｍ、肉厚２ｍｍのアルミ製芯金上に、シリコーンゴム層を
２．５ｍｍ形成し、さらに４０μｍのＰＦＡチューブ層を設けた外径約４０．０ｍｍのロ
ーラを用い、加圧ローラには、外径３５ｍｍ、肉厚２ｍｍのアルミ製芯金上に、シリコー
ンゴム層を２．５ｍｍ形成し更に４０μｍのＰＦＡチューブ層を設けた外径約４０．０ｍ
ｍのローラを用い、加熱ベルトは直径３１ｍｍの円筒形状に形成される厚さ９０μｍのポ
リイミド基材上に、ＰＴＦＥ層を約２０μｍコートした無端ベルトを用いた。
【０１０３】
　第１圧接ローラおよび第２圧接ローラは肉厚２ｍｍで外径１６ｍｍのアルミニウム製の
ローラを使用した。また、定着ローラ内部には７００Ｗ、第１圧接ローラおよび第２圧接
ローラの内部にはそれぞれ５００Ｗ、加圧ローラ内部には３００Ｗのハロゲンランプを設
けた。プリント条件をプロセス速度２２５ｍｍ／ｓｅｃ、通紙速度４０枚／分とし、カラ
ー画像をプリントする条件とした。定着温度は１７５℃とした。定着性を評価するための
チャートは、用紙後端部に約５ｃｍ幅の黒べた画像を形成したものを使用した。本チャー
トを用いて、単位面積あたりの記録媒体の重さである坪量が８０ｇ／ｍ２の用紙に対して
、イエロー、マゼンタ、シアンの各トナーを重ね合わせ、最終的に用紙上のトナー付着量
が１．３ｍｇ／ｃｍ２となるように現像、転写等の条件を決定した。
【０１０４】
　（参考例２）
　ジョブ中断基準温度を１５５℃から１７０℃に変更したこと以外は参考例１と同様にし
てジョブの印刷を行った。
【０１０５】
　定着後の画像（前記チャートでの黒べた画像に対応する部分）を一定荷重条件のもと折
り曲げて、その後一定荷重条件下で擦り、擦ることで画像が剥離した部分の幅（以下「剥
離幅」とも記載する）と、限度サンプルの剥離幅とを比較するという折り曲げ試験によっ
て参考例１および参考例２の定着性を評価した。一定荷重を与えるためには、円筒状の１
ｋｇの真鍮製の錘を使用した。この試験において、定着性が良好なほど剥離幅は狭くなり
、定着性が悪化するほど剥離幅は広くなるので、限定サンプルの剥離幅より狭ければ限定
サンプルより定着性が優れ、広ければ限定サンプルより定着性が劣ることになる。限定サ
ンプルは、定着温度などの条件を調整し、上記のように定着後の画像を一定荷重条件のも
と折り曲げ、擦ることで剥離幅が約２００～３００μｍとなるように作製したもので、あ
らゆる定着性の評価に定常的に用いられる。
【０１０６】
　定着性の評価基準としては、コールドオフセットの発生がなく、前記限度サンプル以上
の定着性を有す場合を○とし、コールドオフセットの発生がなく、折り曲げ試験結果が限
度サンプルより劣る場合を△とし、コールドオフセットが発生した場合を×とした。
【０１０７】
　参考例１，２の評価結果を表１に示す。定着性は、前記プリントサンプルの定着ローラ
の端部で定着された部分と中央部で定着された部分とに分けて評価結果を示した。
【０１０８】
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【表１】

【０１０９】
　表１に示すように、ジョブ中断基準温度を１５５℃に設定した参考例１は、定着不良が
発生した。定着ローラの表面温度２５℃から立ち上げた直後の定着ローラはフレーム等が
暖まっていないので、定着ローラの芯金を通じてそれらの周辺部材に熱が逃げやすい。つ
まり定着ローラ軸方向へ熱の逃げが発生するので定着ローラ軸方向端部の温度が低下しや
すく、定着不良が発生しやすい。そのため、定着ローラの表面温度２５℃から立ち上げる
場合に定着ローラ軸方法全般にわたって定着性を確保するためには、ジョブ中断基準温度
を高めに設定して、定着ローラ温度を高めに維持する必要があることが参考例１で示され
た。
【０１１０】
　ジョブ中断基準温度を１７０℃に設定した参考例２は、定着不良は発生せず、良好な定
着画像が得られた。参考例１，２の結果から、立ち上げ開始時の定着ローラの表面温度に
よってジョブ中断基準温度を選択することで、定着性を確保すると同時にジョブ効率の低
下を抑制できることが示された。
【０１１１】
　２、プログラムおよび記録媒体
　本発明の第１の実施形態である画像形成装置１の中断制御は、ソフトウェアによって実
現してもよい。すなわち、各機能を実現する中断制御プログラムの命令を実行するＣＰＵ
（central processing unit）、上記プログラムを格納したＲＯＭ（read only 
memory）、上記プログラムを展開するＲＡＭ（random access memory）、上記プログラム
および各種データを格納するメモリ等の記憶装置（記録媒体）などを備え、これらにより
中断制御装置を構成している。そして、本発明の目的は、上述した機能を実現するソフト
ウェアである中断制御プログラムのプログラムコード（実行形式プログラム、中間コード
プログラム、ソースプログラム）をコンピュータで読み取り可能に記録した記録媒体を、
上記中断制御装置に供給し、そのコンピュータ（またはＣＰＵやＭＰＵ）が記録媒体に記
録されているプログラムコードを読み出し実行することによっても、達成可能である。
【０１１２】
　上記記録媒体としては、たとえば、磁気テープやカセットテープ等のテープ系、フロッ
ピー（登録商標）ディスク、ハードディスク等の磁気ディスクやＣＤ－ＲＯＭ、ＭＯ、Ｍ
Ｄ、ＤＶＤ、ＣＤ－Ｒ等の光ディスクを含むディスク系、ＩＣカード（メモリカードを含
む）、光カード等のカード系、あるいはマスクＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、フラ
ッシュＲＯＭ等の半導体メモリ系などを用いることができる。
【０１１３】
　また、中断制御装置を通信ネットワークと接続可能に構成し、上記プログラムコードを
通信ネットワークを介して供給してもよい。この通信ネットワークとしては、特に限定さ
れず、たとえば、インターネット、イントラネット、エキストラネット、ＬＡＮ、ＩＳＤ
Ｎ、ＶＡＮ、ＣＡＴＶ通信網、仮想専用網（virtual private network）、電話回線網、
移動体通信網、衛星通信網等が利用可能である。また、通信ネットワークを構成する伝送
媒体としては、特に限定されず、たとえば、ＩＥＥＥ１３９４、ＵＳＢ、電力線搬送、ケ
ーブルＴＶ回線、電話線、ＡＤＳＬ回線等の有線でも、ＩｒＤＡやリモコンのような赤外
線、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、８０２．１１無線、ＨＤＲ、携帯電話網、衛星回
線、地上波デジタル網等の無線でも利用可能である。なお、本発明は、上記プログラムコ
ードが電子的な伝送で具現化された、搬送波に埋め込まれたコンピュータデータ信号の形
態でも実現され得る。
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【０１１４】
　なお、本実施形態では外部ベルトを用いた定着器において説明したが、外部ベルト方式
に限定されるのもではなく、外部加熱ローラ方式にも適用可能である。
【０１１５】
　３、トナー
　以下、本発明の画像形成装置で画像を形成する際に用いられるトナーについて記載する
。
【０１１６】
　本発明の画像形成装置で画像を形成する際に用いられるトナーは、たとえば結着樹脂、
着色剤および離型剤を含有する。結着樹脂としてはこの分野で常用されるものを使用でき
、たとえば、ポリスチレン、スチレンの置換体の単独重合体、スチレン系共重合体、ポリ
塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリウレ
タンなどが挙げられる。結着樹脂は１種を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
これらの結着樹脂の中でも、カラートナー用としては、保存性、耐久性などの点から、軟
化点１００～１５０℃、ガラス転移点５０～８０℃の結着樹脂が好ましく、前記の軟化点
およびガラス転移点を有するポリエステルが特に好ましい。ポリエステルは軟化状態で高
い透明度を示す。結着樹脂がポリエステルである場合、イエロー、マゼンタ、シアンおよ
びブラックのトナー像が重ね合わされた多色トナー像を記録媒体８に定着させると、ポリ
エステル自体は透明化するので、減法混色によって充分な発色が得られる。
【０１１７】
　着色剤としては、従来から電子写真方式の画像形成技術に用いられるトナー用顔料およ
び染料を使用できる。顔料としては、たとえば、アゾ系顔料、ベンズイミダゾロン系顔料
、キナクリドン系顔料、フタロシアニン系顔料、イソインドリノン系顔料、イソインドリ
ン系顔料、ジオキサジン系顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン系顔料、ペリノン系顔
料、チオインジゴ系顔料、キノフタロン系顔料、金属錯体系顔料などの有機系顔料、カー
ボンブラック、酸化チタン、モリブデンレッド、クロムイエロー、チタンイエロー、酸化
クロム、ベルリンブルーなどの無機系顔料、アルミニウム粉などの金属粉などが挙げられ
る。顔料は１種を単独で使用できまたは２種以上を併用できる。
【０１１８】
　離型剤としては、たとえば、ワックスを使用できる。ワックスとしてはこの分野で常用
されるものを使用でき、たとえば、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス、パ
ラフィンワックスなどが挙げられる。トナーは、結着樹脂、着色剤および離型剤の他に、
帯電制御剤、流動性向上剤、定着促進剤、導電剤などの一般的なトナー用添加剤の１種ま
たは２種以上を含有できる。
【０１１９】
　トナーの体積平均粒径は、特に制限されないけれども、好ましくは２～７μｍである。
トナーの体積平均粒径が２μｍ未満では、トナーの流動性が低下し、現像動作の際に、ト
ナーの供給、撹拌および帯電が不充分になり、トナー量の不足、逆極トナーの増加などが
起こり、高画質画像が得られないおそれがある。トナーの体積平均粒径が７μｍを超える
と、中心部分まで軟化し難い大粒径のトナー粒子が多くなるので、画像の記録媒体８への
定着性が低下するとともに、画像の発色が悪くなり、特にＯＨＰへの定着の場合には、画
像が暗くなる。
【０１２０】
　本実施の形態では、トナーは、顔料以外は次に示す同じ構成を有するものを用いる。ト
ナーは、ガラス転移点６０℃、軟化点１２０℃、体積平均粒径６μｍの負帯電性の絶縁性
非磁性トナーである。このトナーを用いて、Ｘ－Ｒｉｔｅ社製３１０による反射濃度測定
値が１．４の画像濃度を得るには、５ｇ／ｍ２のトナー量が必要である。トナーは、ガラ
ス転移点６０℃かつ軟化点１２０℃のポリエステル樹脂（結着樹脂）、ガラス転移点５０
℃かつ軟化点７０℃の低分子ポリエチレンワックス（離型剤）および各色の顔料を含み、
ワックス含有量がトナー全量の７重量％、顔料含有率がトナー全量の１２重量％および残
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部が結着樹脂のポリエステルである。トナーに含まれる低分子ポリエチレンワックスは、
結着樹脂のポリエステルよりもガラス転移点および軟化点が低いワックスである。
【０１２１】
　このようなトナーは、着色剤、離型剤などを結着樹脂と溶融混練して粉砕する粉砕法、
着色剤、離型剤、結着樹脂のモノマーなどを均一に分散した後、結着樹脂のモノマーを重
合させる懸濁重合法、結着樹脂粒子、着色剤、離型剤などを凝集剤によって凝集させ、得
られる凝集物の微粒子を加熱する乳化凝集法などの公知の方法に従って製造できる。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明の第１の実施形態である画像形成装置１の構成を概略的に示す断面図であ
る。
【図２】図１に示すトナー像形成手段２の作像ユニット１０ｙの構成を拡大して示す断面
図である。
【図３】定着装置６の構成を概略的に示す断面図である。
【図４】ジョブ中断基準温度を決定するためのフローチャートである。
【図５】待機状態からジョブの印刷を開始する場合における画像形成指示前後の定着ロー
ラの表面温度の推移を示すグラフである。
【図６】定着ローラの表面温度がα℃以上の場合において、画像形成指示が入力された時
点からジョブの印刷を開始した後の定着ローラの表面温度の推移を示すグラフである。
【図７】画像形成指示が入力された時点から立ち上げ完了時のｔ秒経過後までの定着ロー
ラの表面温度の推移を示すグラフである。
【図８】立ち上げ開始時の定着ローラの表面温度がα℃未満であり、画像形成指示入力時
から立ち上げ完了時点のｔ秒経過するまでの定着ローラの表面温度の推移を示すグラフで
ある。
【符号の説明】
【０１２３】
　１　画像形成装置
　２　トナー像形成手段
　３　中間転写手段
　４　二次転写手段
　５　記録媒体供給手段
　６　定着装置
　７　スキャナ部
　５０　定着ローラ
　５４　定着ローラ加熱手段
　６０　加圧ローラ
　７０　外部加熱手段
　７６　第２サーミスタ
　９０　第１サーミスタ
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